
■№１ 採用１年目・技能１年目（接遇応対） 研修骨子    

前  提 ・民間企業ではなく、地方自治の本旨（住民自治、団体自治）に基づいて行動する地方公

共団体の職員に対する研修内容であること。  

・本科目は、採用１年目・技能１年目（前期）研修の科目の１つとして実施しており、研修

全体を通して、「区政の概要や課題、職務上必要な基礎的知識について学び、世田谷区職

員としての意識の確立を図ること」を目的としている。 

※他の科目については、後段にある「採用１年目・技能１年目（前期）研修科目」を参照

すること。 

・区では、今後の急速かつ広範囲な経済・社会情勢の変化に対応し、区民福祉の向上に資

する人材を育成するため、採用後の 5 年間で区職員としての行政知識やスキルを身につけ、

自立した活力ある人材となるよう、研修を実施している。 

背  景 複雑多様化する区民ニーズや地域課題に迅速かつ適切に対応する人材を育成するために

は、社会情勢の変化に合わせ、向上させるべきスキル・資質を適切に見極めていく必要がある。 

また、不確実で将来の予想が難しいＶＵＣＡの時代においては、新たな課題への対処が求

められ、従来の手法は通用しないという自覚のもと、職員一人一人が自分自身で考え、主体

的に行動し、答えを出していく姿勢が求められている。 

そうした中、世田谷区においては、団塊の世代の退職を経て世代交代が進み、職員の年齢

構成は、35歳以下の職員が全体の約4割となっている。今後さらに若い世代の割合が高くなっ

ていくことが想定されているため、若手職員の職務遂行能力の向上のための育成が急務となって

いる。 

上記を踏まえ、世田谷区では、より良い区政の実現に向け、区民から信頼される職員として

成長できるよう、段階的に接遇を学ぶことができる研修体系を整えており、新たに世田谷区職

員となった１年目の職員が、常に相手の心情や状況を思いやり、相手の理解を得られる真摯

な対応ができるよう、職員としての接遇の基本的な考え方・方法を学ぶための研修を実施する。 

目  的 区職員としての接遇に関する考え方や、業務上で必須となる社会人のマナーについて学び、

適切な接遇応対の方法を身につける。 

想定内容 ・地方公共団体職員として、区民から信頼される接遇の考え方 

・区民応対の基本 

・ビジネスマナーの基本 

・電話応対の基本 

・実習形式のグループワーク         

・経験者採用枠の職員向け講義    等 

研修内容

の詳細 

（依頼 

事項等） 

・研修生の多くは、新卒採用枠の職員です。公務としての接遇は、民間企業とは異なるもので

あるため、世間一般の基礎的なビジネスマナーを身につけつつ、地方公共団体職員として求め

られる接遇応対の考え方を学習できる講義内容としてください。 

・研修生の職種、業務内容は多岐にわたり、区民との関係性等も部署によって様々です。その

ため、接遇の基礎的知識は踏まえつつも、実際には、各職場での接遇方法に合わせて応用し

ていくように伝えてください。 

・研修生にとっては、研修生同士の交流も、良い刺激になっています。そのため、座学だけではな

く、グループワーク等も積極的に取り入れた内容としてください。 

・対象者の中には新卒採用枠でも、社会人経験を有している者や経験者採用枠の職員（以

下、「経験者職員」という）もいるため、これまでの経験や知識にばらつきがありますが、職員と

しての接遇の基本的な考え方や対応方法を改めて学び、区民に真摯に向き合う姿勢を身に

つけさせる内容として実施してください。 

・また、経験者職員については、近年増加傾向にあるため、経験者職員のみのクラスを編成しま

す。そこでは、新卒採用枠の職員とは別に、経験者職員向けの講義を行ってください。内容と

しては、基礎的なビジネスマナーについては一部簡素化（経験者職員の中にも、ビジネスマナ

ーの習熟度には差があるため、完全省略は避けてください）し、「地方公共団体職員としての

接遇応対」に関わる部分や、実習をメインとしたカリキュラムにしてください。 



【参考】令和７年度 世田谷区 必修研修 接遇関連研修体系図 

研修名 対象 研修目的 

【必修】採用・技能１年目 

（前期）「接遇応対」 

①採用・技能１年目の職員 

➁前年度未修了の職員 

社会人としてのマナーや仕事をする上で必須

となる接遇の基本について学び、世田谷区

職員としての接遇応対の方法を身につける。 

【必修】採用・技能５年目 

（接遇及び応対力向上） 

①採用・技能５年目の職員 

➁前年度未修了の職員 

※係長職昇任者を除く 

職員としての基本的な能力が身についた５

年目職員が、さらなる円滑な業務遂行のた

めに、相手の立場に立って考え、より良い接

遇を行い、わかりやすく説明する応対力を身

につける。 

【必修】係長候補者 

（実務）広報広聴 

①係長職昇任能力実証の合格者 

➁前年度未修了の職員 

監督者として実務を行う上で必要な知識を

習得することにより、職責を果たせる能力を

身につけ、事務ミスや事故の防止につなげる

ための知識を習得する。 

【必修】【選択】係長・技能長昇任時 

（係長、技能長としてのクレーム対応） 

①係長、技能長職昇任１年目の職員 

②前年度未修了の職員 

③希望する係長級の職員 

係長職、技能長に昇任した職員が、二次

応対者としてのクレーム対応技法を身につ

け、組織対応力の向上につなげる。 

：令和 8年度に向けた選定科目 

 

【参考】令和７年度 世田谷区 採用・技能１年目（前期）研修 科目一覧 

研修名 研修目的 

【必修】採用・技能１年目（前期） 

<全体目的> 

区政の概要や課題、職務上必要な基礎的知識について学び、世田谷区職員としての意識

の確立を図る。また、心の健康に対する正しい知識を学び、ストレスの予防や軽減を図り自

らの心の健康を維持する。 

科目１「世田谷区職員として」 
世田谷区職員として職務を遂行する上での基礎的知識を習得し、職員としての姿勢や心

構えを認識する。 

科目２「地方公務員と公務員倫理」 
地方公務員制度の基本を理解し、地方公務員に必要な基礎的知識や心構えを身につけ

ることにより、世田谷区職員としての自覚をもち、高い倫理観を養う。 

科目３「個人情報保護」 
個人情報保護の基本、守秘義務、個人情報の形態、個人情報保護の重要性などを学ぶ

ことにより、地方公務員として遵守すべき個人情報の取扱いの重要性を認識する。 

科目４「情報セキュリティ」 
情報セキュリティの意義や対策の必要性を理解し、世田谷区の情報セキュリティに関する知

識を習得した上で、今後、職務を行う上での情報の取扱いについての認識を深める。 

科目５「接遇応対」 
社会人としてのマナーや仕事をする上で必須となる接遇の基本について学び、世田谷区職

員としての接遇応対の方法を身につける。 

科目６「仕事の進め方」 
世田谷区職員としての仕事の進め方の基本や組織における自己の役割を理解することによ

り、主体的に取り組み、自ら成長していく姿勢を身につける。 

 



 
№1 採用１年目、技能１年目（接遇応対）研修実施委託仕様書 

 
１.件 名  採用１年目、技能１年目（接遇応対）研修の実施委託 
２.目   的  区職員としての接遇に関する考え方や、業務上で必須となる社会人のマナー

について学び、適切な接遇応対の方法を身につけるための研修を行う。 
３.履行期間   契約の日から令和８年度研修実施最終日まで 

〇研修実施日 
令和８年４月（予定） 合計１１クラス 
※研修実施候補日については、９月１日（月）に区が招請通知を送付する
事業者あてに、９月５日（金）までに別途通知する。 

※同日に２クラス実施となる日程も含まれる。 
          ※１１クラスの内、３クラスについては、経験者採用職員のみのクラスと

する。 
○実施時間 

各組午前８時５０分～１７時００分まで 

（講義時間：９時００分～１６時５５分まで） 

         ※研修の実施回数を変更せずに、受託者の責に帰すべき事由ではない悪天候

等のやむを得ない事由で、研修担当課と受託者の協議により履行期間の研

修実施日を変更する場合は、別途研修担当課から通知により変更できるも

のとする。ただし、履行期間を変更する場合は、契約の変更を行うものと

する。 

４.履行場所   世田谷区教育総合センター研修室（世田谷区若林５－３８－１） 

５.委託内容  

（１）研修対象者への講師による講義、指導 

   【研修対象者】・採用、技能１年目の職員 

・前年度未修了の職員  
・世田谷区の外郭団体より推薦のあった外郭団体固有の職員 等   
合計３５０名程度 

  （２）研修内容についての企画及び研修担当課との打合せ 

※研修内容は、上記２の研修目的を踏まえて企画すること。 

（３）テキスト等配付資料の原稿作成 

  ※テキスト等配付資料については、上記（２）の打合わせ時に書面等で通知する指 

定の期日までに提出し、研修担当課の確認を受けること。 

（４）講師は、研修開始２０分前までに研修会場へ到着するものとし、事前の打合せを行

うこと。 

（５）研修当日は、午前及び午後の講義中に適宜休憩を入れるとともに、昼食に伴う休憩

を１時間設けて企画すること。 

（６）この仕様書に定めのない事項は、研修担当課と協議し、決定すること。 

６.完 了 届  受託者は、業務完了後、直ちに完了届を提出すること。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

７.支払方法  検査合格後、受託者の請求により支払う。（１回払い） 

８.中止の場合の支払い 

   世田谷区側の止むを得ない事由により研修を中止とする場合で、研修担当課から受託者
に対し、中止の連絡を行った日が初回の研修実施日から起算して３０日以内の場合、契
約金額総額の２０％を支払うものとする（１円未満の端数は切り捨てる）。なお、この場
合、検査は行わないものとする。       

９.そ の 他 



（１）個人情報の取扱いについては別紙１「個人情報を取り扱う業務委託契約の特記事項」 

を遵守すること。 

（２）別紙２「障害を理由とする差別の解消の推進に関する特記事項」を遵守すること。 

（３）万一、講師が急病等により、研修講師として履行できない場合は、その講師と同等

の研修を実施できる講師をあてること。 

10.担  当 世田谷区総務部研修担当課 

電 話０３-６４５３-１５４１ ＦＡＸ０３-６４５３-１５３４ 



別紙１ 

 

個人情報を取り扱う業務委託契約の特記事項 
 

（秘密保持義務） 

１ 受託者は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を、第三者に漏らして

はならない。また、契約期間満了後も同様とする。 

 

（書面主義の原則） 

２ 受託者は、本特記事項により通知、報告、提出等が求められている事項については、特段

の定めがない限り、書面により行うものとする。 

 

（管理体制等の通知） 

３ 受託者は、この契約の締結後直ちに、以下の文書を委託者に提出しなければならない。 

（１）個人情報保護に関する社内規程又は基準 

（２）以下の内容を含む従事者名簿 

  ① 個人情報を取り扱う者の氏名、責任及び役割 

  ② 委託業務において個人情報の授受に携わる者の氏名及び業務執行場所 

  ③ 緊急連絡先一覧 

（３）委託業務に係る実施スケジュールを明記した文書 

 

（再委託の禁止） 

４ 受託者は、この契約による業務を第三者に再委託してはならない。ただし、当該業務の全

部又は一部についてやむを得ず第三者に委託する必要があるときは、あらかじめ再委託する

業者名、再委託の内容を委託者に通知し、委託者の承諾を得なければならない。また、再受

託者（委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する

子会社をいう。）である場合も含む。）にも、この契約を遵守させなければならない。 

 

（目的外使用及び外部提供の禁止） 

５ 受託者は、個人情報を委託者の指示する目的以外に使用してはならない。また、第三者に

提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

６ 受託者は、個人情報の全部又は一部を委託者の許可なく複写し、又は複製してはならない。 

７ 委託者の許可を受けて複写又は複製したときは、委託業務の終了後直ちに当該複写物又は

複製物を利用できないよう処分又は委託者へ提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 



（安全管理措置の実施） 

８ 受託者は、委託業務において、委託者に提出した個人情報保護に関する社内規程又は基準

を遵守しなければならない。 

９ 受託者は、従事者に対して、個人情報に関する教育及び緊急時対応のための訓練を計画的

に実施しなければならない。 

10 受託者は、個人情報の授受、保管及び管理について、善良な管理者の注意をもって当たり、

個人情報の漏えい、滅失、毀損等（以下「漏えい等」という。）の事故を防止しなければなら

ない。 

 

（委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却） 

11 受託者は、委託業務が終了したときは、直ちに、委託業務に使用した個人情報の消去及び

個人情報が記録された媒体の返却をしなければならない。 

 

（委託業務の報告） 

12 受託者は、委託者に対し、委託業務の状況を定期的に報告するものとする。ただし、必要

があるときは、その都度報告するものとする。 

 

（監査、施設への立入検査の受入れ） 

13 受託者は、委託者が必要とする場合、監査又は検査を受け入れなければならない。なお、

再受託者及び更に再委託が繰り返される場合も同様とする。 

14 受託者は、委託者が必要とする場合は、業務執行場所へ委託者の職員の立入りを認めるも

のとする。 

 

（個人情報の漏えい等の対応） 

15 受託者は、個人情報の漏えい等が生じたとき、又は漏えい等が生じたおそれがあるときに

は直ちに委託者に対して通知するとともに、遅滞なくその状況について書面をもって委託者

に報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

16 受託者が、個人情報の取扱いについて法令及び本特記事項に違反した場合、委託者は、こ

の契約を解除することができる。ただし、債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に

照らして軽微であるときは、この限りでない。また、受託者が、個人情報の取扱いにつき法

令及び本特記事項に違反したことにより、委託者に損害が生じた場合には、これを賠償する

ものとする。 

 



 

別紙２ 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する特記事項 

 

受託者は、本業務の実施にあたり「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成

25 年法律第 65 号）を遵守するとともに、委託者が定めた「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律の施行に当たっての世田谷区の基本方針」及び「世田谷区における障害を理由

とする差別の解消の推進に関する職員対応要領」に準じた取扱いをすること。 

なお、当該基本方針及び要領については、世田谷区ホームページ 

（https://www.city.setagaya.lg.jp/02083/2843.html）を参照すること。 

 

 

https://www.city.setagaya.lg.jp/02083/2843.html

